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国民健康保険主管課（部）長 殿

厚生労働省保険局国民健康保険課長

平成２２年度特別調整交付金（その他特別の事情がある場合）

の交付基準について

平成２２年度における国民健康保険の調整交付金の交付額の算定に関する省令（以

下「算定省令」という。）第６条第１１号の規定による特別調整交付金の交付方針及

び申請額の算定方法等については、別紙「平成２２年度特別調整交付金（算定省令第

６条第１１号その他特別の事情がある場合）交付基準」によることとしたので、通知

する。

ついては、貴管内保険者への周知及び指導方よろしくお願いしたい。
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別 紙

平成２２年度特別調整交付金（算定省令第６条第１１号その他特別の事情がある

場合）交付基準

〔交付基準〕

申請事由１から９に該当する保険者であって、国保事業の適正運営に積極的に取り組ん

でおり、かつ、都道府県において当該保険者が特別調整交付金の交付を受けることによっ

て指導上の効果が期待し得ると判断し、推薦する保険者であること。

〔申請事由〕

１ 平成２１年度において、収納率による普通調整交付金の減額を受けている保険者であっ

て、保険料（税）収納率向上対策の効果が認められること

（申請の要件）

保険料（税）収納率向上対策に積極的に取り組んでいる保険者であって、次の①及び

②のいずれにも該当すること。

① 算定省令第７条の規定により、平成２１年度の普通調整交付金が減額されている

こと。

② 平成２１年度又は平成２３年１月３１日現在の現年度収納率（一般被保険者分。

以下同じ）が、平成２０年度に比べ、平成２１年の年間平均一般被保険者数規模の

区分に応じて、下表に定める率（上昇ポイント）以上向上しており、かつ、平成

２３年１月３１日現在の現年度収納率が平成２２年１月３１日現在の現年度収納率

を上回っていること。

ただし、遡及適用・賦課を保険料については２年、保険税については３年として平成

２１年度当初から実施している保険者（平成２１年度の年度途中及び平成２２年４月１

日に国民健康保険の事業の運営の広域化（市町村合併によるものを含む。以下、単に

「広域化」という。）を行った保険者については、広域化を行う以前の個々の保険者に

おいて平成２１年度当初から実施していること。）であって、平成２２年度において被

保険者資格証明書の交付を実施している保険者であること。

また、平成２２年度過年度の収納率（一般被保険者分。以下同じ）が平成２１年度過

年度の収納率に比べ著しく低下する見込みである保険者は除くこと。
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年 間 平 均 一 般 被 保 険 者 数

１ 万 人 未 満 １万人以上５万人未満

平成２０年度収納率 伸び率 平成２０年度収納率 伸び率

９２％以上 ０．０８ ９１％以上 ０．０５

９０％以上９２％未満 ０．１０ ８９％以上９１％未満 ０．０８

８７％以上９０％未満 ０．１３ ８６％以上８９％未満 ０．１０

８４％以上８７％未満 ０．１５ ８３％以上８６％未満 ０．１３

８１％以上８４％未満 ０．１８ ８０％以上８３％未満 ０．１５

７８％以上８１％未満 ０．２０ ７７％以上８０％未満 ０．１８

７５％以上７８％未満 ０．２３ ７５％以上７７％未満 ０．２０

７５％未満 ０．２５ ７５％未満 ０．２３

年 間 平 均 一 般 被 保 険 者 数

５万人以上１０万人未満 １ ０ 万 人 以 上

平成２０年度収納率 伸び率 平成２０年度収納率 伸び率

９０％以上 ０．０３ ８９％以上 ０．０１

８８％以上９０％未満 ０．０５ ８７％以上８９％未満 ０．０３

８５％以上８８％未満 ０．０８ ８４％以上８７％未満 ０．０５

８２％以上８５％未満 ０．１０ ８１％以上８４％未満 ０．０８

７９％以上８２％未満 ０．１３ ７８％以上８１％未満 ０．１０

７６％以上７９％未満 ０．１５ ７６％以上７８％未満 ０．１３

７５％以上７６％未満 ０．１８ ７５％以上７６％未満 ０．１５

７５％未満 ０．２０ ７５％未満 ０．１８

２ エイズ予防に関する知識の普及啓発の実施

（申請の要件）

エイズ予防に関する知識の普及、啓発に積極的に取り組んでいる保険者であって、次

の事業を実施したこと又は、年度内に実施することが確実であること。

① エイズ予防に関するパンフレットの作成。（購入する場合も含む。）

② エイズ予防に関する知識の普及、啓発のため下記の事業に要した経費があること。

（上記①の経費は除く。）

例．エイズ予防講習会、エイズ予防教室

エイズに関する相談の開催

医療従事者を対象とした研修への参加等
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３ 直営診療施設の運営に係る特別に要した費用があること

（申請の要件）

次の①から⑤のいずれかに該当する特別に要した費用のある直診施設であること。

① 災害等による被害を受け復旧に要した費用

② 災害等による被害を受けた地域の人的支援に要した費用

③ 経営合理化のために要した費用

ア レセプト電算処理システムの導入及び更新

イ 統合系医療情報システムの導入及び更新

ウ その他

④ 療養環境の改善に要した費用

⑤ 医師、看護師、保健師等の確保対策に要した費用

ア へき地国保診療所医師支援事業

イ 医師等の確保支援事業

ウ 外国人看護師の受入準備事業

エ 医師等の勤務環境整備事業

オ 救急患者受入体制支援事業

４ 直営診療施設整備に関する費用があること

（申請の要件）

「国民健康保険調整交付金（直営診療施設整備分）交付要綱」（昭和５３年９月２９

日厚生省発保第７３号）、「国民健康保険調整交付金（直営診療施設整備分）取扱要

領」（平成１５年４月７日保発第0407001号）及び「平成２２年度における国民健康保

険診療施設の整備に係る助成について」（平成２２年４月５日保国発0405第3号）の規

定に基づき、補助対象経費として認められた市町村保険者が行う建物（診療所及び病院

（結核、精神疾患、感染症のみを対象とする施設は除く。）、医師住宅、看護師宿舎及

び院内託児施設等をいう。）並びに医療機械等（医療機械器具、患者輸送車、巡回診療

車及び巡回診療船をいう。）の設置又は整備に関する費用があること。

５ 保健事業に関する費用があること

（申請の要件）

「国民健康保険の保健事業に対する助成について」（平成２２年４月５日保国発 04

05第1号）に定める交付方針に基づき、補助対象事業として認められた各種保健事業に

関する費用があること。

６ 国民健康保険総合保健施設事業に関する費用があること

（申請の要件）

「国民健康保険調整交付金（総合保健施設分）交付基準」（平成１２年９月２１日保

険発第164号）に定める交付基準に基づき、補助対象事業として認められた国民健康保

険総合保健施設の施設整備及び運営に関する費用があること。
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７ 離職者に係る国民健康保険料（税）の減免に要した費用が多額であること

（申請の要件）

「離職者に係る保険料の減免の推進について」（平成２１年４月１４日保国発第041

4001号）厚生労働省保険局国民健康保険課長通知に基づき、被保険者又はその属する世

帯の世帯主が経済状況の悪化に伴い職を失ったと保険者が認める者に対し、条例に基づ

き国民健康保険料（税）の減免を実施したこと。

ただし、国民健康保険の調整交付金の交付額の算定に関する省令第６条１号に該当す

る保険者及び当該減免額が、調整対象需要額の１００分の０．０３に相当する額以下で

ある保険者は除く。

８ 非自発的失業者の国民健康保険料（税）軽減措置による財政負担が多大であること

（申請の要件）

国民健康保険法施行令（以下「施行令」という。）第２９条の７の２第１項の規定に

より読み替えられた施行令第２９条の７第５項又は地方税法第７０３条の５の２第１項

の規定により読み替えられた同法第７０３条の５に定める基準に従い保険料を減額され

た、施行令第２９条の７の２第２項又は同法第７０３条の５の２第２項に規定する特例

対象被保険者等（以下「特例対象被保険者等」という。）について、賦課期日の翌日以

降に加入した特例対象被保険者等の数が、同日以降に資格喪失した特例対象被保険者等

の数を超えていること。

９ 特別事情による財政負担増加等があること

なお、申請に当たっては、あらかじめ厚生労働省と協議すること。

（申請の要件）

次の(1)又は(2)のいずれかに該当することを厚生労働省又は都道府県が認めた保険者

とするが、遡及適用・賦課を保険料については２年、保険税については３年として平成

２２年度当初から実施していない保険者は、推薦の対象としないこと。

(1) 平成２２年度において、やむを得ないと認められる特別の事情により予測を大幅に上

回る財政負担の増加があり、健全財政の維持に支障が生ずること。

※ 次の文中、保険料に係る表記については、全て医療分保険料に係るものとする。

（収納割合を除く）

① 通常以上の事業運営努力をしていると都道府県が認める保険者であって、次のア、

イのいずれにも該当すること。

ア 次の(ア)、(イ)、(ウ)のいずれかに該当する「やむを得ないと認められる事情に

よる財政負担の増加」があること。
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（注）(ア) 平成２２年度調整対象需要額(医療分)に対する財政負担増加見込額の割合

が３％以上であること。

※（注）財政負担増加 ２２年度のやむを得ない事情による保険料（税）負担増加額

見込額の割合 ２２年度調整対象需要額（調交申請様式第３－１の#056の額）
＝

※ 「平成２２年度のやむを得ない事情による保険料（税）負担増加額」の算出に当た

っては、原則として以下の算出方法によること。

・ 医療費（老人保健医療費拠出金を除く）の負担増

「平成２２年度国民健康保険の保険者等の予算編成に当たっての留意事項について

（通知）」（平成２１年１２月２５日保国発第1225001号）厚生労働省保険局国民健康

保険課長通知（以下「課長通知」という。）に基づいて算出された、平成２２年度当

初予算編成時の医療費見込額に対する特別調整交付金申請時の医療費見込額の増加額

とする。

・ 保険料（税）収入額の減による負担増

課長通知に基づいて算出された、平成２２年度当初予算編成時の保険料（税）収入

見込額に対する特別調整交付金申請時の保険料（税）収入見込額の減少額とする。

(イ) 水俣病等による医療費が多額であること。

(ウ) その他上記(ア)及び(イ)に準ずると認められること。

イ 次の(ア)、(イ)のいずれにも該当すること。

ただし、(ア)又は(イ)に該当しないが、該当しないことがやむを得ないと認めら

れる理由がある場合には推薦しても差し支えないこと。

その場合には、その事情を記載した理由書（様式は任意とする）を添付すること。

(ア) 平成２２年度の保険料（税）賦課限度額が５０万円であること。

(イ) 平成２１年度一般被保険者に係る現年度分保険料（税）の収納率が年間平均被

保険者数規模に応じて、次に定める率以上であること。

年 間 平 均 一 般 被 保 険 者 数 収納率

１万人未満 ０．９２

１万人以上５万人未満 ０．９１

５万人以上１０万人未満 ０．９０

１０万人以上 ０．８９

② ①には該当しないが、これに準ずると認められる特別の事情がある保険者であるこ

と。
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(2) 国民健康保険の保険者として高い意識を有し、その経営姿勢が特に良好であるなど、

事業運営について評価すべき点があること。この場合、保険者の推薦に当たっては、次

のことを総合的に判断すること。

Ⅰ 適用の適正化状況

Ⅱ 給付の適正化状況

Ⅲ 財政対策状況

Ⅳ 保健事業の展開状況

Ⅴ その他

(3) 次の要件に該当する場合については、当面、特別な事情があることと見なすものとす

る。

（申請の要件）

① 高額療養費特別支給金の支給等に要した費用があること。

「高額療養費特別支給金の支給等について」（平成２１年６月２９日保国発第062

9001号）厚生労働省保険局国民健康保険課長通知に基づき、高額療養費特別支給金の

支給に要した費用や広報に係る印刷費、郵送費及びシステム改修費用があること。

② 国民健康保険における一部負担金の適切な運用に係るモデル事業に要した費用があ

ること。

「国民健康保険における一部負担金の適切な運用に係るモデル事業の実施につい

て」（平成２１年７月１０日保国発0710第15号）厚生労働省保険局国民健康保険課長

通知及び「国民健康保険における一部負担金の適切な運用に係るモデル事業の実施市

町村における一部負担金減免等の継続について（依頼）」（平成２２年３月３１日）

厚生労働省保険局国民健康保険課事務連絡に基づき、モデル事業を実施したことに伴

う、一部負担金減免額等があること。

③ 後発医薬品（ジェネリック医薬品）の普及促進に係る財政負担増があること。

「国民健康保険における後発医薬品（ジェネリック医薬品）の普及促進について」

（平成２１年１月２０日保国発第0120001号）厚生労働省保険局国民健康保険課長通

知に基づき、後発医薬品（ジェネリック医薬品）希望カードやパンフレット等の作成

（購入）及び後発医薬品（ジェネリック医薬品）を利用した場合の個人宛の自己負担

軽減額の周知やシステム開発に要した費用があること。

ただし、郵送等に係る費用は除く。

④ 国民健康保険料（税）におけるマルチペイメントネットワークを活用した口座振替

推進に伴う財政負担増があること。

国民健康保険料（税）の収納対策の取り組みとして、マルチペイメントネットワー

クを活用した口座振替契約受付サービス等導入に要した費用があること。
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⑤ 国民健康保険料（税）の特別徴収と口座振替の選択制実施に伴う費用があること。

国民健康保険料（税）の特別徴収と口座振替の選択制実施にあたって、対象者への

ダイレクトメール送付に係るシステム改修費用（対象者の抽出によるもの）、郵送費

及び印刷費があること。

⑥ 非自発的失業者の国民健康保険料（税）軽減措置に係るシステム改修等に要した費

用があること。

非自発的失業者の国民健康保険料（税）軽減措置に係るシステム改修費用及び周知

等に要した費用があること。

⑦ 被扶養者であった者の国民健康保険料（税）の減免措置に要した費用があること。

「「旧被扶養者」に係る条例減免について」（平成２０年２月１日）及び「被扶養

者であった者の保険料軽減（条例減免）の延長に係る国民健康保険条例参考例の一部

を改正する条例参考例の送付について」（平成２２年１月２９日）厚生労働省保険局

国民健康保険課企画法令係事務連絡に基づき、被用者保険の被扶養者であった者に係

る国民健康保険料（税）の条例による減免措置を実施したこと。

⑧ レセプト電子化に係るシステム最適化等に要した費用があること。

システム機器更改に伴う分担金及びシステム機器更改に関連し、各保険者において

自庁システムの改修に要した費用があること。

ただし、ハードウェア等（ＰＣ、プリンタ、ＬＡＮ回線等）の購入費用、リース料、

保守費用等は除く。

⑨ 臓器提供の意思表示に係る被保険者証等の様式変更等に要した費用があること。

ア 制度周知用チラシ、パンフレット等の作成に要した費用があること。

ただし、郵送費は除く。

イ 意思表示した内容を保護するシールの作成に要した費用があること。

ただし、郵送費は除く。

ウ 被保険者証等の様式変更に要した費用、または、臓器提供意思表示シールの作

成に要した費用があること。

ただし、被保険者証等の作成費用は除く。

また、臓器提供意思表示シールの郵送費（他の郵送物に同封する場合は重量増

加分）があること。

⑩ 医療機関における適正受診に係る普及啓発に要した費用があること。

医療機関における適正受診に係る普及啓発に要した費用があること。

ただし、郵送費は除く。

⑪ 中学生以下の被保険者の属する被保険者資格証明書交付世帯における国民健康保険

料（税）の納付状況に関する調査に要した費用があること。

国民健康保険料（税）の納付状況を把握するための調査に伴い、システム改修に要

した費用があること。
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⑫ 全国建設工事業国民健康保険組合の無資格加入者に対し療養費の支給を行ったこと

による財政負担があること。

無資格加入者に対して支給した療養費の支給総額と無資格加入者に遡及して賦課

（課税）する保険料（税）総額に差額があること。

⑬ 制度改正に伴う市町村の国民健康保険事務の円滑な施行に資するため、施行準備に

伴う財政負担増があること。

（交付要件９.(３).①～⑫を除く。）



- 9 -

〔交付基準額の算定方法〕

１ 平成２１年度において、収納率による普通調整交付金の減額を受けている保険者であっ

て、保険料（税）収納率向上対策の効果が認められること

調整基準額＝ 平成２１年度普通調整交付金減額額 × １／２

なお、平成２１年度の年度途中及び平成２２年４月１日に広域化を行った保険者にお

ける平成２１年度普通調整交付金減額額は、広域化を行う以前の個々の保険者に係る平

成２１年度普通調整交付金減額額の合算額をいう。

２ エイズ予防に関する知識の普及啓発の実施

交付基準は、①及び②の合算額とする。

① 申請要件①に該当するもの

ａ 調整基準額＝ パンフレット作成(購入)部数 × パンフレット作成(購入)単価

ただし、作成(購入)部数として、平成２２年の年間平均被保険者

数の６割に、作成(購入)単価として４５円を乗じた額を限度とする。

ｂ 調整基準額＝ パンフレット作成(購入)部数 × １０円

ただし、作成(購入)した部数は、平成２２年の年間平均被保険者

数の６割を限度とする。

交付基準額は、ａ及びｂの合算額とする。

② 申請要件②に該当するもの

次に定める平成２２年の年間平均被保険者数に応じた額を上限として、実支出額を

調整基準額とする。（１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるも

のとする。）

（助成限度額）

助成限度額は、平成２２年の年間平均被保険者数規模に応じて、下記の交付限度額１

によるものとする。

ただし、平成１５年度以降に広域化を行った保険者（広域化を行う以前の全ての保険

者が、広域化を行った前年度（年度途中に広域化を行った場合は広域化を行った年度）

の当該交付金において、交付対象保険者であった場合に限る。）については、平成２２

年の年間平均被保険者数規模に応じて、下記の交付限度額２によるものとする。

なお、広域化を行う以前の個々の保険者に係る前年度（年度途中に広域化を行った場

合は広域化を行った年度）の当該交付金における交付限度額の合算額が交付限度額２

（広域化を行った保険者が交付限度額１による場合は、交付限度額１とする。）を超え

る場合は、その合算額を交付限度額とする。

年間平均被保険者数 交付限度額１ 交付限度額２

１万人未満 ５００千円 ７５０千円

５万人未満 １，０００千円 １，５００千円

１０万人未満 ２，０００千円 ３，０００千円

１０万人以上 ３，０００千円 ４，５００千円

※ 広域化を行った保険者における上記の取扱いについては、広域化を行った年度

（年度途中に広域化を行った場合はその翌年度）から５年間とする。
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３ 直営診療施設の運営に係る特別に要した費用があること

① 災害等による被害を受け復旧に要した費用

１施設当たりの復旧に要した費用に応じて、下記の表に定める額とする。

対 象 額 調 整 基 準 額

３，０００千円以下 現 額

３，０００千円超～６，０００千円以下 ３，０００千円

（100千円未満切捨）６，０００千円超 現額×１／２

② 災害等による被害を受けた地域の人的支援に要した費用

１施設当たりの人的支援（当該施設従事者に限る。災害救助法による医療扶助を除

く。）に要した旅費及び滞在費に応じて、下記の表に定める額とする。

対 象 額 調 整 基 準 額

１，０００千円以下 現 額

１，０００千円超～２，０００千円以下 １，０００千円

（100千円未満切捨）２，０００千円超 現額×１／２

③ 経営合理化のために要した費用

ア レセプト電算処理システムの導入及び更新

１施設当たりのレセプト電算処理システムの導入及び更新に要した費用について、

下記の表に定める額とする。

ただし、現に要した費用額が調整基準額に満たない場合は、現額とする。

対 象 施 設 調 整 基 準 額

診 療 所 ２，０００千円

病 院 ５，０００千円

イ 統合系医療情報システムの導入及び更新

１施設当たりの統合系医療情報システム（オーダリングシステム、電子カルテ

等）の導入及び更新に要した費用について、下記の表に定める額とする。

ただし、現に要した費用額が調整基準額に満たない場合は、現額とする。

対 象 施 設 調 整 基 準 額

診 療 所 ３０，０００千円

病 院 ４０，０００千円

ウ その他

１施設当たりの経営合理化に要した費用に応じて、下記の表に定める額とする。

対 象 額 調 整 基 準 額

３，０００千円以下 現 額

３，０００千円超 ３，０００千円
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④ 療養環境の改善に要した費用

１施設当たり療養環境の改善に要した費用に応じて、下記の表に定める額とする。

対 象 額 調 整 基 準 額

３，０００千円以下 現 額

３，０００千円超～６，０００千円以下 ３，０００千円

（100千円未満切捨）６，０００千円超 現額×１／２

⑤ 医師、看護師、保健師等の確保対策に要した費用

ア へき地国保診療所医師支援事業

へき地国保診療所に勤務する医師に支給する以下の１）から３）の手当に係る調

整基準額は、当該事業に要した費用の３分の２とする。

ただし、医師１人当たりの調整基準額の上限は８７５千円とし、１施設当たりの

上限額は８７５千円に医師数を乗じて得た額とする。

なお、当該事業については、総事業費から診療報酬収入額及び寄付金額その他の

収入額を控除した額がプラスとなる診療所（赤字診療所）を助成対象とする。

１）へき地国保診療所までの通勤に要した費用の手当

２）へき地国保診療所に勤務する以前の住居等との往復に要した費用の手当

３）へき地国保診療所に勤務する医師の子弟の通学に要した費用の手当

対 象 額 調 整 基 準 額

１，３１３千円以下 現額 × ２／３

１，３１３千円超 ８７５千円

イ 医師等の確保支援事業

国保直営診療施設が医師、看護師、保健師等の確保のための事業に係る調整基準

額は、当該事業に要した旅費、賃金、謝金等の費用の３分の２とする。

ただし、１施設当たりの調整基準額の上限は１，０００千円とする。

対 象 額 調 整 基 準 額

１，５００千円以下 現額 × ２／３

１，５００千円超 １，０００千円

ウ 外国人看護師の受入準備事業

経済連携協定に基づく外国人看護師の受入を行った国保直営診療施設に係る受入

初年度の準備に要した費用について、１施設当たり下記の表に定める額とする。

対 象 額 調 整 基 準 額

３，０００千円以下 現 額

３，０００千円超 ３，０００千円
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エ 医師等の勤務環境整備事業

医師等の勤務環境の整備（院内託児所の設置・改修や当直室、休憩室の整備等）

に係る調整基準額は、当該事業に要した費用（整備面積に国民健康保険調整交付金

（直営診療施設整備分）交付要綱（昭和５３年９月２９日厚生省発保第７３号）の

別表に掲げる建築基準単価を乗じて得た額）の３分の１とする。

ただし、１施設当たりの調整基準額の上限は、診療所については２，０００千円、

病院については３，０００千円とする。

対 象 額 調 整 基 準 額

６，０００千円以下 現額 × １／３
診療所

６，０００千円超 ２，０００千円

９，０００千円以下 現額 × １／３
病 院

９，０００千円超 ３，０００千円

オ 救急患者受入体制支援事業

夜間・休日の救急患者受入体制を確保することを目的として、開業医等の外部医

師に協力を求める事業に係る調整基準額は、当該事業に要した賃金及び交通費等の

費用の３分の２とする。

ただし、１施設当たりの調整基準額の上限は５，０００千円とする。

対 象 額 調 整 基 準 額

７，５００千円以下 現額 × ２／３

７，５００千円超 ５，０００千円

４ 直営診療施設整備に関する費用があること

調整基準額＝ 「国民健康保険調整交付金(直営診療施設整備分)交付要綱」（昭和５

３年９月２９日厚生省発保第７３号）等の規定に基づき、補助対象経費

として認められた額とする。

５ 保健事業に関する費用があること

調整基準額＝ 「国民健康保険の保健事業に対する助成について」（平成２２年４月

５日保国発0405第1号）に定める交付方針に基づき、補助対象事業とし

て認められた額とする。

６ 国民健康保険総合保健施設事業に関する費用があること

調整基準額＝ 「国民健康保険調整交付金（総合保健施設分）交付基準」（平成１２

年９月２１日保険発第164号）に定める交付基準に基づき、補助対象事

業として認められた額とする。
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７ 離職者に係る国民健康保険料（税）の減免に要した費用が多額であること

調整基準額＝ 一人当たり保険料（税）調定額(Ａ) × 減免対象被保険者数(Ｂ)

－ 減免世帯に係る保険料（税）調定額(Ｃ)

※ 上記の方法により算定した額が、離職を原因とする保険料（税）

減免総額を上回る場合は、当該減免総額を調整基準額とする。

(Ａ) ＝ 平成２２年度保険料（税）調定総額 ÷ 一般被保険者数(賦課期日現在)

(Ｂ) ＝ 離職を原因とする減免対象世帯に属する一般被保険者数(減免申請時点)

(Ｃ) ＝ 離職を原因とする減免対象世帯に係る保険料（税）調定額(減免後)

※ 上記の保険料（税）調定額については、すべて平成２３年１月４日までに

納付期限の到来する医療分、後期高齢者支援金分及び介護納付金分の合算額

とする。

８ 非自発的失業者の国民健康保険料（税）軽減措置による財政負担が多大であること

調整基準額＝Σ ｛（ｎ月末時点の非自発的失業軽減対象世帯に属する一般被保険１２

者数 － 基準失業者数(Ａ)）× （平均保険料(税)(Ｂ) － 軽

4

減後平均保険料(税)(Ｃ)）× １／１２ ｝

(Ａ) ＝ 非自発的失業軽減対象世帯に属する一般被保険者数（賦課期日時点）

(Ｂ) ＝ 平成２２年度保険料（税）調定総額 ÷ 一般被保険者数（賦課期日時点）

(Ｃ) ＝ 非自発的失業軽減対象世帯に係る軽減後保険料（税）調定額 ÷

非自発的失業軽減対象世帯に属する一般被保険者数（賦課期日時点）

９ 特別事情による財政負担増加等があること

(1)に該当するもの

原則として、平成２２年度のやむを得ない事情による保険料（税）負担増加額の

３分の１相当額とする。

ただし、水俣病による医療費が多額である場合に限り、負担増加額の１５分の７相当

額とする。

(2)に該当するもの

原則として、〔一般被保険者数 × 一人当たり医療費（地域差指数による補正後）×

１／２〕により算出した額を基準とし、各保険者の国保事業運営への取組状況を踏まえ、

予算の範囲内で交付する。
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(3)に該当するもの

① 申請要件①に該当するもの

調整基準額１＝ 高額療養費特別支給金の支給に要した費用の全額とする。

調整基準額２＝ 高額療養費特別支給金の広報に係る印刷費、郵送費及びシステム

改修に要した費用について、平成２２年の年間平均被保険者数規模

に応じて、下記の交付限度額を上限として、実支出額を調整基準額

とする。

年間平均被保険者数 交 付 限 度 額

５千人未満 １００千円

１万人未満 ２００千円

５万人未満 ４００千円

１０万人未満 ７００千円

１０万人以上 １，２００千円

② 申請要件②に該当するもの

調整基準額１＝ モデル事業実施に伴う、一部負担金減免額の１／２相当額とする。

調整基準額２＝ モデル事業における保険者徴収制度の実施又は実施準備に要した

費用について、平成２２年の年間平均被保険者数規模に応じて、下

記の調整基準額とする。

年間平均被保険者数 調 整 基 準 額

５千人未満 ４５０千円

１万人未満 ６００千円

５万人未満 ８００千円

１０万人未満 １，２００千円

１０万人以上 １，８００千円

③ 申請要件③に該当するもの

調整基準額１＝ 希望カード及びパンフレット等作成（購入）部数×希望カード

及びパンフレット等作成（購入）単価

ただし、作成（購入）部数については、平成２２年の年間平均

被保険者数を限度とし、作成（購入）単価については、６０円を

限度とする。
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調整基準額２＝ 後発医薬品（ジェネリック医薬品）を利用した場合の個人宛の

自己負担軽減額の周知やシステム開発に要した費用について、平

成２２年の年間平均被保険者数規模に応じて、下記の交付限度額

を上限として、実支出額を調整基準額とする。

年間平均被保険者数 交 付 限 度 額

５千人未満 ２，５００千円

１万人未満 ３，０００千円

５万人未満 ６，０００千円

１０万人未満 １０，０００千円

１０万人以上 ２０，０００千円

④ 申請要件④に該当するもの

調整基準額１＝ マルチペイメントネットワークを活用した口座振替契約受付サー

ビス等導入時の金融機関との契約に際して発生した契約料について、

３，０００千円を上限として、実支出額を調整基準額とする。

調整基準額２＝ マルチペイメントネットワークを活用した口座振替契約受付サー

ビスの専用端末機購入費用や周知広報に係る費用等について、平成

２２年の年間平均被保険者数規模に応じて、下記の交付限度額を上

限として、実支出額を調整基準額とする。

年間平均被保険者数 交 付 限 度 額

５千人未満 ２５０千円

１万人未満 ５００千円

５万人未満 １，０００千円

１０万人未満 １，８００千円

１０万人以上 ３，０００千円

⑤ 申請要件⑤に該当するもの

調整基準額＝ 対象者へのダイレクトメール送付に係るシステム改修費用（対象者

の抽出によるもの）、郵送費及び印刷費について、平成２２年の年間

平均被保険者数規模に応じて、下記の交付限度額を上限として、実支

出額を調整基準額とする。

年間平均被保険者数 交 付 限 度 額

５千人未満 ２５０千円

１万人未満 ４００千円

５万人未満 ８００千円

１０万人未満 １，５００千円

１０万人以上 ３，０００千円
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⑥ 申請要件⑥に該当するもの

調整基準額＝ 非自発的失業者の国民健康保険料（税）軽減措置に係るシステム改

修費用及び周知等に要した費用について、平成２２年の年間平均被保

険者数規模に応じて、下記の交付限度額を上限として、実支出額を調

整基準額とする。

年間平均被保険者数 交 付 限 度 額

５千人未満 ５，０００千円

１万人未満 １０，０００千円

５万人未満 ２０，０００千円

１０万人未満 ３０，０００千円

１０万人以上 ６０，０００千円

⑦ 申請要件⑦に該当するもの

調整基準額＝ 減免対象者に係る国民健康保険料（税）減免総額（法定軽減額は除

く）とする。

※ 減免額は、平成２２年１月５日納期到来分から平成２３年１月４日納期到来分

までの保険料（税）について、平成２０年２月１日厚生労働省保険局国民健康保

険課企画法令係事務連絡にて通知した基準（旧被扶養者の要件及び減免措置の内

容）に基づき算定した額の総額とすること。ただし、実際の減免総額が当該事務

連絡の基準に基づき算定した減免総額に満たない場合は、実際の減免総額を調整

基準額とする。

⑧ 申請要件⑧に該当するもの

調整基準額１＝ システム機器更改に伴う分担金とする。

調整基準額２＝ 自庁システムの改修に要した費用について、平成２２年の年間平

均被保険者数規模に応じて、下記の交付限度額を上限として、実支

出額を調整基準額とする。

年間平均被保険者数 交 付 限 度 額

５千人未満 ４，０００千円

１万人未満 ８，０００千円

５万人未満 １５，０００千円

１０万人未満 ３０，０００千円

１０万人以上 ６０，０００千円
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⑨ 申請要件⑨に該当するもの

調整基準額１＝ 制度周知用チラシ、パンフレット等の作成に要した費用について、

平成２２年の年間平均被保険者数規模に応じて、下記の交付限度額

を上限として、実支出額を調整基準額とする。

年間平均被保険者数 交 付 限 度 額

５千人未満 ２００千円

１万人未満 ４００千円

５万人未満 ６００千円

１０万人未満 ８００千円

１０万人以上 １，０００千円

調整基準額２＝ 意思表示欄保護シールの作成に要した費用について、平成２２年

の年間平均被保険者数規模に応じて、下記の交付限度額を上限とし

て、実支出額を調整基準額とする。

年間平均被保険者数 交 付 限 度 額

５千人未満 ２５０千円

１万人未満 ５００千円

５万人未満 １，０００千円

１０万人未満 １，５００千円

１０万人以上 ２，０００千円

調整基準額３＝ 被保険者証等の様式変更に要した費用、または、臓器提供意思表

示シールの作成に要した費用について、平成２２年の年間平均被保

険者数規模に応じて、下記の交付限度額１を上限として、実支出額

を調整基準額とする。

郵送費については、下記の交付限度額２を上限として、実支出額

を調整基準額とする。

年間平均被保険者数 交付限度額１ 交付限度額２

５千人未満 ２５０千円 ４００千円

１万人未満 ５００千円 ８００千円

５万人未満 １，０００千円 １，２００千円

１０万人未満 １，５００千円 １，６００千円

１０万人以上 ２，０００千円 ２，０００千円

※ 制度周知用チラシ、保護シール、意思表示シールが一体式の場合、または、一

括調達した場合は、調整基準額３にまとめて計上すること。調整基準額３の交付

限度額を超える場合には、按分してそれぞれに計上すること。
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⑩ 申請要件⑩に該当するもの

調整基準額＝ 医療機関における適正受診に係る普及啓発に要した費用について、

平成２２年の年間平均被保険者数規模に応じて、下記の交付限度額を

上限として、実支出額を調整基準額とする。

年間平均被保険者数 交 付 限 度 額

５千人未満 ５００千円

１万人未満 １，０００千円

５万人未満 １，５００千円

１０万人未満 ２，０００千円

１０万人以上 ２，５００千円

⑪ 申請要件⑪に該当するもの

調整基準額＝ システム改修に要した費用とする。

⑫ 申請要件⑫に該当するもの

調整基準額＝ 無資格加入者の療養費の支給総額 － 無資格加入者に遡及して賦課

（課税）する保険料（税）総額

⑬ 申請要件⑬に該当するもの

調整基準額＝ 平成２２年の年間平均被保険者数規模に応じて、下記の交付限度額

を上限として、実支出額を調整基準額とする。

年間平均被保険者数 交 付 限 度 額

５千人未満 １，５００千円

１万人未満 ２，５００千円

５万人未満 ４，０００千円

１０万人未満 ７，５００千円

１０万人以上 １０，０００千円
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